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規 則

北海道立衛生学院等看護職員課程修学資金貸付条例施行規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１６号

北海道立衛生学院等看護職員課程修学資金貸付条例施行規則の一部を改正する規則
北海道立衛生学院等看護職員課程修学資金貸付条例施行規則（昭和３７年北海道規則第５２
号）の一部を次のように改正する。
第２条の２第２号中「（昭和２２年法律第１８号）第４条第１項の」を「（平成１９年法律第５３
号）第５条第２項に規定する」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

北海道児童福祉施設費用徴収規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１７号

北海道児童福祉施設費用徴収規則の一部を改正する規則
北海道児童福祉施設費用徴収規則（昭和６２年北海道規則第１８号）の一部を次のように改正
する。
第２条中「とき又は」を「とき、」に改め、「採ったとき」の次に「又は法第６条の２第
１項に規定する日常生活上の援助若しくは生活指導若しくは就業の支援（以下「児童自立生
活援助」という。）を行ったとき」を加え、「又は入所等の措置」を「、入所等の措置又は
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児童自立生活援助」に改め、同条に次の１号を加える。
� 児童相談所長の入居又は入居の委託の措置を受けた法第６条の２第１項に規定する義
務教育終了児童等であって、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第３６条の
４第１項に規定する児童自立生活援助事業所に入居し、又は入居していた者（以下「児
童自立生活援助事業所入居者」という。）
第３条中「又は未成人被措置者の扶養義務者」を「、未成人被措置者の扶養義務者又は児
童自立生活援助事業所入居者」に改める。
別表第２の表中「１２０，０００円」を「６０，０００円」に、「１２０，００１円」を「６０，００１円」に改め、
同表末尾欄外注１の事項中「第３１４条の７及び同法附則第５条第３項」を「第３１４条の７第１
項第１号及び第２項、第３１４条の８、同法附則第５条第３項並びに同法附則第５条の４第６
項」に改め、同注２の事項中「、所得税法等の一部を改正する等の法律（平成１８年法律第１０
号）による廃止前の経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽
減措置に関する法律（平成１１年法律第８号）」を削り、「第９２条第１項」を「第７８条第２項
第１号、第９２条第１項」に、「第４１条の１９の２第１項及び」を「第４１条の３の２第４項及び
第５項、第４１条の１９の２第１項並びに」に改め、同注３の事項中「助産施設」の次に「、小
規模住居型児童養育事業所」を加え、同注４の事項中「及び情緒障害児短期治療施設通所
部」を「、情緒障害児短期治療施設通所部及び児童自立生活援助事業所」に改め、同注８の
事項を削り、同注９の事項を同注８の事項とし、同注１０の事項を同注９の事項とし、同注１１
の事項を同注１０の事項とする。

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

獣医療法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１８号

獣医療法施行細則の一部を改正する規則
獣医療法施行細則（平成５年北海道規則第３５号）の一部を次のように改正する。
別記第１号様式その１の�６の事項中「エックス線装置」を「エックス線装置等」に改め、
同様式その１の�末尾欄外注３の事項を次のように改める。
３ 「６ エックス線装置等の有無（有・無）」については、獣医療法施行規則第１条
第１項第６号に規定するエックス線装置、同項第７号に規定する診療用高エネルギー
放射線発生装置、同項第８号に規定する診療用放射線照射装置、同項第９号に規定す
る診療用放射線照射器具、同項第１０号に規定する放射性同位元素装備診療機器又は同
項第１１号に規定する診療用放射性同位元素若しくは陽電子断層撮影診療用放射性同位

元素のいずれかの装置等を備えている場合は、有に〇を付け、別紙１から別紙６まで
の該当する概要書を添付すること。
別記第１号様式その１の�末尾欄外注２の事項中「第１条第１項第５号」を「第１条第１
項第６号」に、「別紙」を「別紙１」に改め、同様式その１の別紙を次のように改める。
別紙１

エックス線装置に関する概要書
１ エックス線装置に関する事項

製 作 者 名

型 式

台 数 （ 総 台 数 ） 台（計 台）

装 置 の 種 類 □据置型 □移動型 □携帯型

主 な 用 途 □透視 □撮影 □治療

定 格 出 力

長 時 間 管電圧 （ｋＶ）
管電流 （ｍＡ）

短 時 間
管電圧 （ｋＶ）
管電流 （ｍＡ）
時間 （秒）

蓄 電 式 管電圧 （ｋＶ）
コンデンサ容量 （μＦ）

使 用 場 所

□エックス線診療室（専用室）
□診療室（据え置いて使用）
□診療室（移動して一時的に使用）
□診療用高エネルギー放射線発生装置使用室
□診療用放射線照射装置使用室
□診療用放射線照射器具使用室
□診療用放射性同位元素使用室
□陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室
□診療施設外
□その他（ ）

２ エックス線装置の放射線障害の防止に関する構造設備の概要
� 共通事項
ア エックス線管の容器及び照射筒

定格管電圧が５０
ｋＶ以下の治療用

装置の接触可能表面から５�
の距離において空気カーマ率 有 ・ 無
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エックス線装置 が１．０ｍＧｙ／時以下になる構造

定格管電圧が５０
ｋＶを超える治療
用エックス線装
置

装置の接触可能表面から５�
の距離において空気カーマ率
が３００ｍＧｙ／時以下になる構造

有 ・ 無

エックス線管焦点から１�の
距離において空気カーマ率が
１０ｍＧｙ／時以下になる構造

有 ・ 無

定格管電圧が
１２５ｋＶ以下の口
内法撮影用エッ
クス線装置

エックス線管焦点から１�の
距離において空気カーマ率が
０．２５ｍＧｙ／時以下になる構造

有 ・ 無

上記以外のエッ
クス線装置

エックス線管焦点から１�の
距離において空気カーマ率が
１．０ｍＧｙ／時以下になる構造

有 ・ 無

コンデンサ式
エックス線高電
圧装置

充電状態で、照射時以外のと
き装置の接触可能表面から５
�の距離において空気カーマ
率が２０μＧｙ／時以下になる構
造

有 ・ 無

イ 付加ろ過板

定格管電圧が７０ｋＶ以下の口内法撮影用エッ
クス線装置 	Ａｌ当量（１．５	以上）

治療用エックス線装置及び上記以外のエック
ス線装置 	Ａｌ当量（２．５	以上）

� 透視用エックス線装置

警報装置付き透視時間積算タイマー 有 ・ 無

照 射 野 絞 り 装 置

□有
□無（獣医療法施行規則第８条第２項
第２号イに該当）
□無（獣医療法施行規則第８条第２項
第２号ロに該当）

受像器を通過したエックス線の空気カーマ率
が、受像器の接触可能表面から１０�の距離に
おいて１５０μＧｙ／時以下になる構造

有 ・ 無

最大受像面を３．０�超える部分を通過した
エックス線の空気カーマ率が、当該部分の接
触可能表面から１０�の距離において１５０μＧｙ／
時以下になる構造

有 ・ 無

利用線すい以外のエックス線に対する防護措
置

□防護衝立
□防護スクリーン
□その他（ ）


 撮影用エックス線装置

照 射 野 絞 り 装 置

□有
□無（口内法撮影用エックス線装置に
該当）
□無（獣医療法施行規則第８条第３項
第１号イに該当）
□無（獣医療法施行規則第８条第３項
第１号ロに該当）

移動型及び携帯型エックス線装置並びに手術
中に使用するエックス線装置は、エックス線
管焦点及び被照射体から２�以上離れた位置
において操作できる構造

有 ・ 無

� 治療用エックス線装置

ろ過板が引き抜かれたときにエックス線の発
生を遮断するインターロックが作動するろ過
板保持装置

有 ・ 無

３ エックス線診療室の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

エ ッ ク ス 線 診 療 室 名
（ 装 置 を 据 え 置 い て 使 用 す る 室 ）

しゃへい物等の材
質及び厚さ

天 井 （厚さ ）

床 （厚さ ）

周 囲 の し ゃ へ い 物
（壁等） （厚さ ）

出 入 口 の 扉 （厚さ ）

人が常時立ち入る場所における実効線量を１
ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無（理由： ）
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エックス線診療室又はエックス線を使用する
室である旨を示す標識 有 ・ 無

放射線障害防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

４ その他の放射線障害の防止に関する予防措置の概要

管 理 区 域 境 界

実効線量を１．３ｍＳｖ／３月
以下とする防護措置 有 ・ 無

管理区域である旨を示す
標識 有 ・ 無

管理区域への立入制限措
置 有 ・ 無

居住区域及び敷地境界の実効線量を２５０
μＳｖ／３月以下とする防護措置 有 ・ 無

放射線診療従事者等の防護措置（放射線防護
用具等）

かん

□鉗子 □防護衣
□防護衝立 □防護手袋
□防護スクリーン □防護前掛け
□その他（ ）

放射線診療従事者等の被ばく線量の測定方法

□光刺激蛍光線量計
□蛍光ガラス線量計
□電子ポケット線量計
□熱蛍光線量計
□その他（ ）

５ エックス線診療に従事する獣医師の氏名及びエックス線診療に関する経歴

氏 名 エ ッ ク ス 線 診 療 に 関 す る 経 歴
（ 従 事 年 数 、 研 修 受 講 状 況 等 ）

注意事項
１ エックス線診療に従事する獣医師の氏名欄には、従事する全員の氏名を記入するこ
と。
２ 隣接室名、上階及び下階の室名、周囲の状況並びに管理区域の標識の位置を明記し
たエックス線診療室の平面図及び縦断面図を添付すること（図面は、エックス線装置

の位置、装置から天井、床及び周囲のしゃへい物等の外側までの距離、しゃへい物等
の材質及び厚さ並びに縮尺及び方位を記入した縮図とすること。）。
３ エックス線診療室と居住区域及び敷地境界の関係が分かる図面を添付すること（図
面は、距離、縮尺及び方位を記入した縮図とすること。）。
４ エックス線装置診療室の構造設備が法令の基準に適合することを示す計算書を添付
すること（移動型エックス線装置を据え置いて使用する場合を含む。）。
５ 移動型エックス線装置（装置を据え置いて使用する場合を除く。）の場合は、装置
周囲の空間線量率分布図と保管場所を明記した図面を添付すること。
別記第１号様式その１の別紙１の次に次のように加える。
別紙２

診療用高エネルギー放射線発生装置に関する概要書
１ 診療用高エネルギー放射線発生装置に関する事項

製 作 者 名

型 式

台 数 （ 総 台 数 ） 台（計 台）

定 格 出 力
エ ッ ク ス 線 最大エネルギー （ＭｅＶ）

電 子 線 最大エネルギー （ＭｅＶ）

設 置 型 □据置型 □移動型

使 用 場 所 □診療用高エネルギー放射線発生装置使用室
□手術室

２ 診療用高エネルギー放射線発生装置の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

発生管容器からの漏えい放射線量が利用
線すいの放射線の放射線量の１／１０００以下
になる構造

有 ・ 無

照射終了直後の不必要な放射線からの被
ばくを低減する防護装置 有 ・ 無

放 射 線 発 生 時 の 自 動 表 示 装 置 有 ・ 無

イ ン タ ー ロ ッ ク 有 ・ 無

移動型装置の保
管条件

保 管 場 所 □管理区域内（室 名： ）
□管理区域外（室名等： ）

保 管 場 所 の 施 錠 有 ・ 無
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３ 診療用高エネルギー放射線発生装置使用室の放射線障害の防止に関する構造設備の
概要

使 用 室 名

しゃへい物等の
材質及び厚さ

天 井 （厚さ ）

床 （厚さ ）

周囲のしゃへい物
（壁等） （厚さ ）

出 入 口 の 扉 （厚さ ）

人が常時立ち入る場所における実効線量
を１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

出入口の放射線発生時の自動表示装置 有 ・ 無

遠 隔 操 作 構 造 有 ・ 無

使 用 室 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

放射線障害防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

４ その他の放射線障害の防止に関する予防措置の概要

管 理 区 域 境 界

実効線量を１．３ｍＳｖ／３月
以下とする防護措置 有 ・ 無

管理区域である旨を示す
標識 有 ・ 無

管理区域への立入制限措
置 有 ・ 無

居住区域及び敷地境界の実効線量を２５０
μＳｖ／３月以下とする防護措置 有 ・ 無

放射線診療従事者等の防護措置（放射線防護
用具等）

□防護衣
□防護衝立
□防護スクリーン
□その他（ ）

放射線診療従事者等の被ばく線量の測定方法

□光刺激蛍光線量計
□蛍光ガラス線量計
□電子ポケット線量計
□熱蛍光線量計
□その他（ ）

５ 診療用高エネルギー放射線発生装置を使用する獣医師の氏名及び放射線診療に関す
る経歴

氏 名 放 射 線 診 療 に 関 す る 経 歴
（ 従 事 年 数 、 研 修 受 講 状 況 等 ）

６ 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第９条第２項第１号の許可
の年月日及び許可の番号並びに同法第３４条第１項の規定により選任された放射線取扱
主任者の氏名

許 可 年 月 日 許 可 番 号 放射線取扱主任者氏名

注意事項
１ 診療用高エネルギー放射線発生装置を使用する獣医師の氏名欄には、使用する全員
の氏名を記入すること。
２ 隣接室名、上階及び下階の室名、周囲の状況並びに管理区域の標識の位置を明記し
た診療用高エネルギー放射線発生装置使用室等の平面図及び縦断面図を添付すること
（診療用高エネルギー放射線発生装置使用室等の図面は、装置の位置、装置から天井、
床及び周囲のしゃへい物等の外側までの距離、しゃへい物等の材質及び厚さ並びに縮
尺を記入した縮図とすること。）。
３ 診療用高エネルギー放射線発生装置使用室等と居住区域及び敷地境界の関係が分か
る図面を添付すること（図面は、装置のアイソセンターからの距離、縮尺及び方位を
記入した縮図とすること。）。
４ 移動型診療用高エネルギー放射線発生装置の場合は、保管場所を明記した図面を添
付すること。
５ 診療用高エネルギー放射線発生装置使用室等の構造設備が法令の基準に適合するこ
とを示す計算書を添付すること。

別紙３

診療用放射線照射装置に関する概要書
１ 診療用放射線照射装置に関する事項

製 作 者 名

北 海 道 公 報 第����号 ６５平成２１年３月２７日（金曜日）



型 式

放射性同位元素の種類（核種）

１個（台）当たりの数量（ＧＢｑ）
及び個（台）数

合 計 数 量（ＧＢｑ）

使 用 場 所

□診療用放射線照射装置使用室
□エックス線診療室
□診療用放射性同位元素使用室
□陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室

２ 診療用放射線照射装置の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

照射口が閉鎖されている状態で放射線源
の収納容器から１�の距離において空気
カーマ率が７０μＧｙ／時以下になる構造

有 ・ 無

二 次 電 子 ろ 過 板 有 ・ 無（理由： ）

照 射 口 開 閉 用 遠 隔 操 作 構 造 有 ・ 無（理由： ）

３ 診療用放射線照射装置使用室の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

使 用 室 名

しゃへい物等の
材質及び厚さ

天 井 （厚さ ）

床 （厚さ ）

周 囲 の し ゃ へ い 物
（壁等） （厚さ ）

出 入 口 の 扉 （厚さ ）

主 要 構 造 部 等 の 耐 火 性 耐火構造 ・ 不燃材料を用いた構造

人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

出入口の放射線発生時の自動表示装置 有 ・ 無

使 用 室 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

４ 貯蔵施設の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

貯 蔵 施 設 の 形 態 貯蔵室・貯蔵箱・その他（ ）

外 部 と 区 画 さ れ た 構 造 有 ・ 無

人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

貯 蔵 室

主要構造部等の耐火性 有・無（理由： ）

建築基準法施行令第１１２
条第１項に規定する特定
防火設備に該当する防火
戸

有 ・ 無

貯 蔵 箱 耐 火 性 の 構 造 有・無（理由： ）

出 入 口 の 数 ・通常の出入口 箇所
・その他 箇所（用途）

か ぎ 等 の 閉 鎖 設 備 ・ 器 具 有 ・ 無

貯 蔵 施 設 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

貯 蔵 容 器

貯蔵時の１�の距離にお
ける実効線量率が１００
μＳｖ／時以下になる構造

有・無（理由： ）

貯蔵容器である旨を示す
標識 有 ・ 無

放射性同位元素の種類及
び数量の表示 有 ・ 無

受 皿 、 吸 収 材 等 の 設 備 ・ 器 具 有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

５ 運搬容器の放射線障害の防止に関する構造の概要

運搬時の１�の距離における実効線量率が
１００μＳｖ／時以下になる構造 有 ・ 無

運 搬 容 器 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

放射性同位元素の種類及び数量の表示 有 ・ 無

６ 放射線治療収容室の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

主 要 構 造 部 等 の 耐 火 性 耐火構造 ・ 不燃材料を用いた構造
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人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

放射線治療収容室である旨を示す標識 有 ・ 無

内部の壁、床等
の構造等

突起物、くぼみ及び仕上
材の目地等の透き間の少
ない構造

有 ・ 無

平滑であり、気体又は液
体が浸透しにくく、かつ、
腐食しにくい材料での表
面仕上げ

有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

７ その他の放射線障害の防止に関する予防措置の概要

管理区域境界

実効線量を１．３ｍＳｖ／３月
以下とする防護措置 有 ・ 無

管理区域である旨を示す
標識 有 ・ 無

管理区域への立入制限措
置 有 ・ 無

居住区域及び敷地境界の実効線量を
２５０μＳｖ／３月以下とする防護措置 有 ・ 無

放射線診療従事者等の防護措置（放射線防
護用具等）

かん

□鉗子 □防護衣
□防護衝立 □防護手袋
□防護スクリーン □防護前掛け
□その他（ ）

放射線診療従事者等の被ばく線量の測定方
法

□光刺激蛍光線量計
□蛍光ガラス線量計
□電子ポケット線量計
□熱蛍光線量計
□その他（ ）

８ 診療用放射線照射装置を使用する獣医師の氏名及び放射線診療に関する経歴

氏 名 放 射 線 診 療 に 関 す る 経 歴
（ 従 事 年 数 、 研 修 受 講 状 況 等 ）

９ 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第９条第２項第１号の許可
の年月日及び許可の番号並びに同法第３４条第１項の規定により選任された放射線取扱
主任者の氏名

許 可 年 月 日 許 可 番 号 放射線取扱主任者氏名

注意事項
１ 診療用放射線照射装置を使用する獣医師の氏名欄には、使用する全員の氏名を記入
すること。
２ 隣接室名、上階及び下階の室名、周囲の状況並びに管理区域の標識の位置を明記し
た診療用放射線照射装置使用室等の平面図及び縦断面図を添付すること（図面は、各
室ごとに線源の位置、線源から天井、床及び周囲のしゃへい物等の外側までの距離、
しゃへい物等の材質及び厚さ並びに縮尺を記入した縮図とすること。）。
３ 診療用放射線照射装置使用室等と居住区域及び敷地境界の関係が分かる図面を添付
すること（図面は、線源からの距離、縮尺及び方位を記入した縮図とすること。）。
４ 診療用放射照射装置使用室等の構造設備が法令の基準に適合することを示す計算書
を添付すること。

別紙４

診療用放射線照射器具に関する概要書
１ 診療用放射線照射器具に関する事項

放射性同位元素の種類（核種）及び物理的
半減期

型 式

１個当たりの数量（ ＭＢｑ）及び個数

合 計 数 量（ＧＢｑ）

物理的半減期
３０日以下のもの

年 間 使 用 予 定 数 量
（ＭＢｑ）

１日最大使用予定数量
（ＭＢｑ）

最 大 貯 蔵 予 定 数 量
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（ＭＢｑ）

使 用 場 所

□診療用放射線照射器具使用室
□エックス線診療室
□診療用放射線装置使用室
□診療用放射性同位元素使用室
□陽電子断層撮影診療用放射性同位元素
使用室
□手術室
□放射線治療収容室

２ 診療用放射線照射器具使用室の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

使 用 室 名

しゃへい物等の
材質及び厚さ

天 井 （厚さ ）

床 （厚さ ）

周 囲 の し ゃ へ い 物
（壁等） （厚さ ）

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

３ 貯蔵施設等の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

貯 蔵 施 設 の 形 態 貯蔵室・貯蔵箱・その他（ ）

外 部 と 区 画 さ れ た 構 造 有 ・ 無

人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

貯 蔵 室

主要構造部等の耐火性 有・無（理由： ）

建築基準法施行令第１１２
条第１項に規定する特定
防火設備に該当する防火
戸

有 ・ 無

貯 蔵 箱 耐 火 性 の 構 造 有・無（理由： ）

出 入 口 の 数 ・通常の出入口 箇所
・その他 箇所（用途）

か ぎ 等 の 閉 鎖 設 備 ・ 器 具 有 ・ 無

貯 蔵 施 設 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

貯 蔵 容 器

貯蔵時の１�の距離にお
ける実効線量率が１００
μＳｖ／時以下になる構造

有・無（理由： ）

貯蔵容器である旨を示す
標識 有 ・ 無

放射性同位元素の種類及
び数量の表示 有 ・ 無

受 皿 、 吸 収 材 等 の 設 備 ・ 器 具 有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

４ 運搬容器の放射線障害の防止に関する構造の概要

運搬時の１�の距離における実効線量率が
１００μＳｖ／時以下になる構造 有 ・ 無

運 搬 容 器 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

放射性同位元素の種類及び数量の表示 有 ・ 無

５ 放射線治療収容室の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

主 要 構 造 部 等 の 耐 火 性 耐火構造 ・ 不燃材料を用いた構造

人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

放射線治療収容室である旨を示す標識 有 ・ 無

内部の壁、床等
の構造等

突起物、くぼみ及び仕上
材の目地等の透き間の少
ない構造

有 ・ 無

平滑であり、気体又は液
体が浸透しにくく、かつ、
腐食しにくい材料での表
面仕上げ

有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

６ その他の放射線障害の防止に関する予防措置の概要

実効線量を１．３ｍＳｖ／３月
以下とする防護措置 有 ・ 無
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管理区域境界 管理区域である旨を示す
標識 有 ・ 無

管理区域への立入制限措
置 有 ・ 無

居住区域及び敷地境界の実効線量を
２５０μＳｖ／３月以下とする防護措置 有 ・ 無

放射線診療従事者等の防護措置（放射線防
護用具等）

かん

□鉗子 □防護衣
□防護衝立 □防護手袋
□防護スクリーン □防護前掛け
□その他（ ）

放射線診療従事者等の被ばく線量の測定方
法

□光刺激蛍光線量計
□蛍光ガラス線量計
□電子ポケット線量計
□熱蛍光線量計
□その他（ ）

７ 診療用放射線照射器具を使用する獣医師の氏名及び放射線診療に関する経歴

氏 名 放 射 線 診 療 に 関 す る 経 歴
（ 従 事 年 数 、 研 修 受 講 状 況 等 ）

８ 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第３４条第１項の規定により
選任された放射性取扱主任者の氏名

氏 名

注意事項
１ 診療用放射線照射器具を使用する獣医師の氏名欄には、使用する全員の氏名を記入
すること。
２ 隣接室名、上階及び下階の室名、周囲の状況並びに管理区域の標識の位置を明記し
た診療用放射線照射器具使用室等の平面図及び縦断面図を添付すること（図面は、各
室ごとに線源の位置、線源から天井、床及び周囲のしゃへい物等の外側までの距離、
しゃへい物等の材質及び厚さ並びに縮尺を記入した縮図とすること。）。

３ 診療用放射線照射器具使用室等と居住区域及び敷地境界の関係が分かる図面を添付
すること（図面は、線源からの距離、縮尺及び方位を記入した縮図とすること。）。
４ 診療用放射線照射器具使用室等の構造設備が法令の基準に適合することを示す計算
書を添付すること。

別紙５

放射性同位元素装備診療機器に関する概要書
１ 放射性同位元素装備診療機器に関する事項

製 作 者 名

型 式

台 数 （ 総 台 数 ） 台（計 台）

用 途
□骨塩定量分析用
□輸血用血液照射用
□ガスクロマトグラフ用

装備する放射性同位元素の種類
（核種）

□１２５Ｉ □２４１Ａｍ □１５３Ｇｄ（骨塩定量分析装置）
□６３Ｎｉ（ガスクロマトグラフ用エレクトロン・キャ
プチャ・ディテクタ）
□１３７Ｃｓ（輸血用血液照射装置）

装備する放射性同位元素の数量
（ＭＢｑ又はＴＢｑ）

使 用 場 所

□放射性同位元素装備診療機器使用室
□獣医療法施行規則第６条の５に定める構造設備の
基準に適合する室
（室名： ）

２ 放射性同位元素装備診療機器の放射線障害の防止に関する構造の概要
� 骨塩定量分析装置

装備する放射性同位元素の数量が０．１１ＴＢｑ以下 適 ・ 否

機器を使用しないときの機器表面の実効線量
率が６００ｎＳｖ／時以下になる構造 有 ・ 無

機器使用時の機器から１�の距離における実
効線量率が６μＳｖ／時以下になる構造 有 ・ 無

線源収納容器

耐 火 構 造 有 ・ 無

線源を容易に取り外しがで
きず、かつ、線源が脱落す 有 ・ 無
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るおそれのない構造

機器本体に放射性同位元素装備診療機器であ
る旨を示す標識 有 ・ 無

機器表面に放射線障害の防止に必要な注意事
項の掲示 有 ・ 無

� ガスクロマトグラフ用エレクトロン・キャプチャ・ディテクタ

装備する放射性同位元素の数量が７４０ＭＢｑ以下 適 ・ 否

機器表面の実効線量率が６００ｎＳｖ／時以下にな
る構造 有 ・ 無

線源収納容器

耐 火 構 造 有 ・ 無

線源を容易に取り外しがで
きず、かつ、線源が脱落す
るおそれのない構造

有 ・ 無

導入口及び排出口のキャッ
プ等による密閉構造 有 ・ 無

ねじ等による機器への固定
構造 有 ・ 無

機器本体に放射性同位元素装備診療機器であ
る旨を示す標識 有 ・ 無

機器表面に放射線障害の防止に必要な注意事
項の掲示 有 ・ 無


 輸血用血液照射装置

装備する放射性同位元素の数量が２００ＴＢｑ以下 適 ・ 否

機器から１�の距離における実効線量率が６
μＳｖ／時以下になる構造 有 ・ 無

線源収納容器

耐 火 構 造 有 ・ 無

線源を容易に取り外しがで
きず、かつ、線源が脱落す
るおそれのない構造

有 ・ 無

機器に固定されていて、容
易に取り外しができない構 有 ・ 無

造

機器開口部の開放時のしゃ
へい構造 有 ・ 無

機器開口部のかぎ等の閉鎖設備・器具 有 ・ 無

機器本体に放射性同位元素装備診療機器であ
る旨を示す標識 有 ・ 無

機器表面に放射線障害の防止に必要な注意事
項の掲示 有 ・ 無

３ 放射性同位元素装備診療機器使用室の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

使 用 室 名

主 要 構 造 部 等 の 耐 火 性 耐火構造 ・ 不燃材料を用いた構造

しゃへい物等の
材質及び厚さ

天 井 （厚さ ）

床 （厚さ ）

周 囲 の し ゃ へ い 物
（壁等） （厚さ ）

出入口の扉 （厚さ ）

扉等外部に通ずる部分のかぎ等の閉鎖設備
又は器具 有 ・ 無

使 用 室 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

間 仕 切 り 有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

４ その他の放射線障害の防止に関する予防措置の概要

管理区域境界

実効線量を１．３ｍＳｖ／３月
以下とする防護措置 有 ・ 無

管理区域である旨を示す
標識 有 ・ 無

管理区域への立入制限措
置 有 ・ 無

居住区域及び敷地境界の実効線量を２５０
μＳｖ／３月以下とする防護措置 有 ・ 無
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放射線診療従事者等の防護措置（放射線防
護用具等）

□防護衣
□防護衝立
□防護スクリーン
□その他（ ）

放射線診療従事者等の被ばく線量の測定方
法

□光刺激蛍光線量計
□蛍光ガラス線量計
□電子ポケット線量計
□熱蛍光線量計
□その他（ ）

５ 放射性同位元素装備診療機器を使用する獣医師の氏名及び放射線診療に関する経歴

氏 名 放 射 線 診 療 に 関 す る 経 歴
（ 従 事 年 数 、 研 修 受 講 状 況 等 ）

６ 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第９条第２項第１号の許可
の年月日及び許可の番号並びに同法第３４条第１項の規定により選任された放射線取扱
主任者の氏名

許 可 年 月 日 許 可 番 号 放射線取扱主任者氏名

注意事項
１ 放射性同位元素装備診療機器を使用する獣医師の氏名欄には、使用する全員の氏名
を記入すること。
２ 隣接室名、上階及び下階の室名、周囲の状況並びに管理区域の標識の位置を明記し
た放射性同位元素装備診療機器使用室の平面図及び縦断面図を添付すること（図面は、
線源の位置、線源から天井、床及び周囲のしゃへい物等の外側までの距離、画壁等の
材質及び厚さ並びに縮尺を記入した縮図とすること。）。
３ 放射性同位元素装備診療機器使用室と居住区域及び敷地境界の関係が分かる図面を
添付すること（図面は、線源からの距離、縮尺及び方位を記入した縮図とするこ
と。）。
４ 放射性同位元素装備診療機器使用室の構造設備が法令の基準に適合することを示す
計算書を添付すること。

別紙６

診療用放射性同位元素・陽電子断層撮影診療用放射性同位元素に関する概要書
１ 診療用放射性同位元素又は陽電子断層撮影診療用放射性同位元素に関する事項

放射性元素の
種類

核 種

化 学 形 等

形 状

年 間 使 用 予 定 数 量（ＭＢｑ）

３月間最大使用予定数量（ＭＢｑ）

１日最大使用予定数量（ＭＢｑ）

最 大 貯 蔵 予 定 数 量（ＭＢｑ）

使 用 場 所

□診療用放射性同位元素使用室
□陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室
□放射線治療収容室
□手術室

２ 診療用放射性同位元素使用室の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

使 用 室 名

主 要 構 造 部 等 の 耐 火 性 耐火構造 ・ 不燃材料を用いた構造

放射性同位元素準備室、診療を行う室及び
放射性同位元素使用室内収容室の区画 有 ・ 無

しゃへい物等の
材質及び厚さ

天 井 （厚さ ）

床 （厚さ ）

周 囲 の し ゃ へ い 物
（壁等） （厚さ ）

出 入 口 の 扉 （厚さ ）

人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

使 用 室 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

使用室の壁、床
等の構造等

突起物、くぼみ及び仕上
げ材の目地等の透き間の
少ない構造

有 ・ 無

平滑であり、気体又は液
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体が浸透しにくく、かつ、
腐食しにくい材料での表
面仕上げ

有 ・ 無

出 入 口 付 近

汚染検査に必要な放射線
測定器

有（測定器名及び台数： ）
・無

汚染除去に必要な器材 有（ ）・無

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗浄設備の排水設備との
連結 有 ・ 無

更 衣 設 備 有 ・ 無

放射性同位元素
準備室

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗浄設備の排水設備との
連結 有 ・ 無

フード等の汚染空気拡大
防止装置 有 ・ 無

フード等の装置の排気設
備との連結 有 ・ 無

診療を行う室

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗浄設備の排水設備との
連結 有 ・ 無

通 気 口 有 ・ 無

通気口の排気設備との連
結 有 ・ 無

放射性同位元素
使用室内収容室

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗浄設備の排水設備との
連結 有 ・ 無

通 気 口 有 ・ 無

通気口の排気設備との連
結 有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

３ 陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室の放射線障害の防止に関する構造設備
の概要

使 用 室 名

主 要 構 造 部 等 の 耐 火 性 耐火構造 ・ 不燃材料を用いた構造

陽電子準備室、診療を行う室及び陽電子使
用室内収容室の区画 有 ・ 無

しゃへい物等の
材質及び厚さ

天 井 （厚さ ）

床 （厚さ ）

周 囲 の し ゃ へ い 物
（壁等） （厚さ ）

出 入 口 の 扉 （厚さ ）

人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

使 用 室 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

陽電子放射断層撮影装置の遠隔操作構造 有 ・ 無

使用室の壁、床
等の構造等

突起物、くぼみ及び仕上
げ材の目地等の透き間の
少ない構造

有 ・ 無

平滑であり、気体又は液
体が浸透しにくく、かつ、
腐食しにくい材料での表
面仕上げ

有 ・ 無

出 入 口 付 近

汚染検査に必要な放射線
測定器

有（測定器名及び台数： ）
・無

汚染除去に必要な器材 有（ ）・無

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗浄設備の排水設備との
連結 有 ・ 無

更 衣 設 備 有 ・ 無

陽電子準備室

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗浄設備の排水設備との
連結 有 ・ 無

フード等の汚染空気拡大
防止装置 有 ・ 無
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フード等の装置の排気設
備との連結 有 ・ 無

診療を行う室

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗浄設備の排水設備との
連結 有 ・ 無

通 気 口 有 ・ 無

通気口の排気設備との連
結 有 ・ 無

陽電子使用室内
収容室

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗浄設備の排水設備との
連結 有 ・ 無

通 気 口 有 ・ 無

通気口の排気設備との連
結 有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

４ 貯蔵施設等の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

貯 蔵 施 設 の 形 態 貯蔵室・貯蔵箱・その他（ ）

外 部 と 区 画 さ れ た 構 造 有 ・ 無

人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

貯 蔵 室

主要構造部等の耐火性 有・無（理由： ）

建築基準法施行令第１１２
条第１項に規定する特定
防火設備に該当する防火
戸

有・無（理由： ）

貯 蔵 箱 耐 火 性 の 構 造 有・無（理由： ）

出 入 口 の 数 ・通常の出入口 箇所
・その他 箇所（用途）

か ぎ 等 の 閉 鎖 設 備 ・ 器 具 有 ・ 無

貯 蔵 施 設 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

貯蔵時の１�の距離にお

貯 蔵 容 器

ける実効線量率が１００
μＳｖ／時以下になる構造

有 ・ 無

気 密 構 造 有 ・ 無

液体のこぼれにくい構造 有 ・ 無

液体が浸透しにくい材料
の使用 有 ・ 無

貯蔵容器である旨を示す
標識 有 ・ 無

放射性同位元素の種類及
び数量の表示 有 ・ 無

受 皿 、 吸 収 材 等 の 設 備 ・ 器 具 有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

５ 運搬容器の放射線障害の防止に関する構造の概要

運搬時の１�の距離における実効線量率が
１００μＳｖ／時以下になる構造 有 ・ 無

気 密 構 造 有 ・ 無

液 体 の こ ぼ れ に く い 構 造 有 ・ 無

液 体 が 浸 透 し に く い 材 料 の 使 用 有 ・ 無

運 搬 容 器 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

放射性同位元素の種類及び数量の表示 有 ・ 無

６ 廃棄施設の放射線障害の防止に関する構造設備の概要
� 共通事項

人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

放射線障害の防止に必要な注意事項の掲示 有 ・ 無

� 排水設備

排液処理槽の構造、容量及び基数

室内式（六面体）・埋設式・その他
（ ）
貯留槽 �× 基
希釈槽 �× 基
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排 液 浄 化 装 置 有 ・ 無

排水口での排液中の放射性同位元素濃度を
獣医療法施行規則第１８条の２第１項に定め
る濃度限度以下とする能力

有 ・ 無

排 水 監 視 設 備 有 ・ 無

排 液 の 漏 れ に く い 構 造 有 ・ 無

排液が浸透しにくく、腐食しにくい材料の
使用 有 ・ 無

排 液 処 理 槽

排液を採取するための構
造 有 ・ 無

排液中の放射性同位元素
の濃度を測定するための
構造

有 ・ 無

排 液 流 出 調 整 装 置 有 ・ 無

上部開口部における構造
等

□ふたのできる構造
□さく等による立入制限措置

排 水 設 備 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無


 排気設備

排風機の台数及び排気能力（�／時）

排気浄化装置の台数及びフィルターの種類

使 用 室 等 の 換 気 能 力 （ � ／ 時 ）

排気口での排気中の放射性同位元素濃度を
獣医療法施行規則第１８条の２第１項に定め
る濃度限度以下とする能力

有 ・ 無

人が常時立ち入る場所での空気中の放射性
同位元素濃度を獣医療法施行規則第１８条の
２第２項に定める濃度限度以下とする能力

有 ・ 無

排 気 監 視 設 備 有 ・ 無

気 体 の 漏 れ に く い 構 造 有 ・ 無

腐 食 し に く い 材 料 の 使 用 有 ・ 無

自動ダンパー等の汚染空気拡大防止装置 有 ・ 無

排 気 設 備 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

� 焼却施設
ア 焼却炉

気体が漏れにくく、かつ、灰が飛散しにく
い構造 有 ・ 無

排 気 設 備 と の 連 結 有 ・ 無

焼却残さの搬出口と廃棄作業室との連結 有 ・ 無

イ 廃棄作業室

内部の壁、床等
の構造

突起物、くぼみ及び仕上
材の目地等の透き間の少
ない構造

有 ・ 無

平滑であり、気体又は液
体が浸透しにくく、かつ、
腐食しにくい材料での表
面仕上げ

有 ・ 無

フード、グローブボックス等の装置が排気
設備との連結 有 ・ 無

廃 棄 作 業 室 で あ る 旨 の 標 識 有 ・ 無

ウ 汚染検査室

人が常時出入りする廃棄施設の出入口の付
近等放射性同位元素による汚染の検査を行
うのに最も適した場所に設置

有 ・ 無

内部の壁、床等
の構造

突起物、くぼみ及び仕上
材の目地等の透き間の少
ない構造

有 ・ 無

平滑であり、気体又は液
体が浸透しにくく、かつ、
腐食しにくい材料での表
面仕上げ

有 ・ 無

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗 浄 設 備 の 排 水 設 備 と の 連 結 有 ・ 無

更 衣 設 備 有 ・ 無

汚 染 検 査 の た め の 放 射 線 測 定 器 有 ・ 無
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汚 染 の 除 去 に 必 要 な 器 材 有 ・ 無

汚 染 検 査 室 で あ る 旨 を 示 す 標 識 有 ・ 無

� 保管廃棄設備

外 部 と 区 画 さ れ た 構 造 有 ・ 無

扉、ふた等へのかぎ等の閉鎖設備又は器具 有 ・ 無

保管廃棄容器

耐 火 性 の 構 造 有 ・ 無（理由： ）

気 密 構 造 有 ・ 無

液体のこぼれにくい構造 有 ・ 無

液体が浸透しにくい材料
の使用 有 ・ 無

保管廃棄容器である旨を
示す標識 有 ・ 無

保管廃棄設備である旨を示す標識 有 ・ 無

７ 放射線治療収容室の放射線障害の防止に関する構造設備の概要

主 要 構 造 部 等 の 耐 火 性 耐火構造 ・ 不燃材料を用いた構造

人が常時立ち入る場所における実効線量が
１ｍＳｖ／週以下とする防護措置 有 ・ 無

放射線治療収容室である旨を示す標識 有 ・ 無

内部の壁、床等
の 構 造 等

突起物、くぼみ及び仕上
材の目地等の透き間の少
ない構造

有 ・ 無

平滑であり、気体又は液
体が浸透しにくく、かつ、
腐食しにくい材料での表
面仕上げ

有 ・ 無

出 入 口 付 近

汚染検査に必要な放射線
測定器

有（測定器名及び台数： ）
・無

汚染除去に必要な器材 有（ ）・無

洗 浄 設 備 有 ・ 無

洗浄設備の排水設備との
連結 有 ・ 無

更 衣 設 備 有 ・ 無

通 気 口 有 ・ 無

通 気 口 の 排 気 設 備 と の 連 結 有 ・ 無

８ その他の放射線障害の防止に関する予防措置の概要

管理区域境界

実効線量を１．３ｍＳｖ／３月
以下とする防護措置 有 ・ 無

空気中の放射性同位元素
の３月間平均濃度を獣医
療法施行規則第１８条の２
第３項第１号に定める濃
度限度の１／１０以下とす
る防護装置

有 ・ 無

放射性同位元素によって
汚染される物の表面の放
射性同位元素の密度を獣
医療法施行規則第１８条の
２第６項に定める表面密
度限度の１／１０以下とす
る防護措置

有 ・ 無

管理区域である旨を示す
標識 有 ・ 無

管理区域への立入制限措
置 有 ・ 無

居住区域及び敷地境界の実効線量を２５０
μＳｖ／３月以下とする防護措置 有 ・ 無

放射線診療従事者等の防護措置（放射線防
護用具等）

かん

□鉗子 □防護衣
□防護衝立 □防護手袋
□防護スクリーン □防護前掛け
□その他（ ）

放射線診療従事者等の被ばく線量の測定方
法

□光刺激蛍光線量計
□蛍光ガラス線量計
□電子ポケット線量計
□熱蛍光線量計
□その他（ ）

９ 診療用放射性同位元素又は陽電子断層撮影診療用放射性同位元素を使用する獣医師
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の氏名及び放射線診療に関する経歴

氏 名 放 射 線 診 療 に 関 す る 経 歴
（ 従 事 年 数 、 研 修 受 講 状 況 等 ）

１０ 獣医療法施行規則第７条第１項の規定により選任された放射線管理責任者の氏名及
び放射性同位元素の取扱いに関する経歴

氏 名 放 射 性 同 位 元 素 の 取 扱 い に 関 す る 経 歴

注意事項
１ 診療用放射性同位元素又は陽電子断層撮影診療用放射性同位元素を使用する獣医師
の氏名欄には、使用する全員の氏名を記入すること。
２ 排気設備及び排水設備の位置並びに排気及び排水の系統を示す図面を添付すること。
３ 診療用放射性同位元素使用室等又は陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室等
の構造設備が法令の基準に適合することを示す計算書を添付すること。
４ 隣接室名、上階及び下階の室名、周囲の状況並びに管理区域の標識の位置を明記し
た診療用放射性同位元素使用室等又は陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室等
の平面図及び縦断面図を添付すること（図面は、各室ごとに線源の位置、線源から天
井、床及び周囲のしゃへい物等の外側までの距離、しゃへい物等の材質及び厚さ、表
面の仕上げ材料並びに縮尺及び方位を記入した縮図とすること。）。
５ 診療用放射性同位元素使用室等又は陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室等
と居住区域及び敷地境界の関係が分かる図面を添付すること（図面は、線源からの距
離、縮尺及び方位を記入した縮図とすること。）。
別記１号様式その２の３の事項の次に次の１事項を加える。
４ 備考
別記第１号様式その２に注として次のように加える。
注１ 診療用放射性同位元素又は陽電子断層撮影診療用放射性同位元素を備えなくなっ
た場合には、その旨及び廃止後の措置に関する次の概要を「４ 備考」に記載する
こと。
� 放射性同位元素による汚染の除去の概要（除去を行った年月日、場所、方法、
測定値等）

� 放射性同位元素によって汚染された物の譲渡又は廃棄の概要（譲渡又は廃棄を
行った年月日、方法、譲渡先名又は廃棄業者名等）

２ 放射性同位元素によって汚染された物を譲渡し、又は廃棄した場合は、受領書等
の写しを添付すること。
別記第１号様式その３の２の事項の次に次の１事項を加える。
３ 備考
別記第１号様式その３に注として次のように加える。
注１ 診療用放射性同位元素又は陽電子断層撮影診療用放射性同位元素を備えなくなっ
た場合には、その旨及び廃止後の措置に関する次の概要を「３ 備考」に記載する
こと。
� 放射性同位元素による汚染の除去の概要（除去を行った年月日、場所、方法、
測定値等）

� 放射性同位元素によって汚染された物の譲渡又は廃棄の概要（譲渡又は廃棄を
行った年月日、方法、譲渡先名又は廃棄業者名等）

２ 放射性同位元素によって汚染された物を譲渡し、又は廃棄した場合は、受領書等
の写しを添付すること。
附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の獣医療法施行細則の規定に基づいて作
成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の獣医療法施行細則の規
定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。

告 示

北海道告示第２０９号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
北海道本庁舎（地下２階電気室）で使用する電力

� 予定契約電力 ２，３６０ｋＷ
� 年間予定使用電力量 ６，８９１，０００ｋＷｈ
２ 落札を決定した日
平成２１年３月４日

３ 落札者の氏名及び住所
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� 氏 名 株式会社エネット
� 住 所 東京都港区芝公園１丁目８番１２号
４ 落札金額
� 基 本 料 金 １，７８５円
� 電力量料金 １１円４９銭
５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年１月１６日付け北海道告示第２９号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道総務部総務課
� 所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第２１０号

中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号）第３６条第１項の規定により、次
のとおり第一種大規模小売店舗立地法特例区域を指定した。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
第一種大規模小売店舗立地法特例区域
１ 特例区域の名称
岩見沢市４・３及び３・４地区

２ 特例区域の位置及び範囲
岩見沢市３条西３丁目２番２、２番３、２番８、２番１１、２番１５から１７まで及び２番１９、
３条西４丁目８番１、８番２及び８番６から８まで、４条西３丁目１番１及び１番３から
６まで並びに４条西４丁目４番１（次の図に示す部分）
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道経済部商工局商業経済交流課及び北海道空知
支庁産業振興部商工労働観光課に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２１１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、次のとおり土地改良区
の定款の変更を認可した。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
認可年月日 土 地 改 良 区 名
平成２１．３．１６ 倶知安土地改良区

同 秩父別土地改良区

北海道告示第２１２号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第５７条の２第３項の規定により、次の土地改良施設
に係る管理規程の変更を認可した。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
土 地 改 良 区 名 土地改良施設名 管 理 規 程 の 概 要
秩父別土地改良区 滝の上頭首工 維持、操作その他管理について必要な事項を定めている。
同 八丁目頭首工 同

北海道告示第２１３号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、次の地区について道営
土地改良事業の土地改良事業計画を定めた。
その関係書類は、平成２１年３月３１日から２０日間、一般の縦覧に供する。
なお、この計画については、同条第６項の規定に基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起
算して１５日以内に北海道知事に異議申立てをすることができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第１０項の規定に基づき、北海
道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
地区名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
恵岱別 農地集積加速化基盤整備（区画整理、農業用用排水施設、暗きょ排水、客土） 北海道空知支庁
本 牧 同 同

北海道告示第２１４号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第１０条第１
項の規定により、次のとおり土地改良事業の施行に同意した。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
同意年月日 事業主体名 地 区 名 事 業 の 種 類
平成２１．３．１８ 浦 幌 町 豊 北 維持管理
同 豊 富 町 有明農道幹線 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金［基盤整備］（農業用道路）

北海道告示第２１５号
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森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 稚内市大字宗谷村字増幌７５３の１・８１０（以上２筆につい

て次の図に示す部分に限る。）、７４３の１から７４３の３まで、
７４４、７５３の２、７５３の３

２ 指 定 の 目 的 水源のかん養
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐に係る伐採種は、定めない。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道宗谷支庁産
業振興部林務課及び稚内市役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２１６号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 保安林の所在場所 函館市尾札部町１４３２から１４３５まで・１４５０・１４５１・１４５６・１４６０

・１４６１・２６４６から２６４８まで（以上１２筆について次の図に示す部
分に限る。）、１４３９の１、１４４０の３、１４６６、１４６８

� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備

 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所 茅部郡鹿部町字鹿部３１８の３地先・字大岩２０３の５地先・２１３

地先・１１３の１・２１３・２１４（以上３筆地先３筆について次の図
に示す部分に限る。）、１１２

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備

 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
ア 次の森林については、主伐は、択伐による。
字鹿部３１８の３地先、字大岩２０３の５地先、２１３地先、１１２、２１３、２１４

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道渡島支庁産
業振興部林務課並びに函館市役所及び鹿部町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２１７号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件の変更に係る保

安林の所在場所
松前郡福島町（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備

 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 次の森林については、主伐は、択伐による。
福島町（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更に係る保
安林の所在場所

名寄市（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 公衆の保健
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 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係支庁産業振興
部林務課並びに名寄市役所及び福島町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２１８号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条の２の規定によ
る保安林の指定施業要件の変更の予定の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第
１８９条の規定により、その通知の内容を弟子屈町役場の掲示場に掲示した。その要旨は、平
成２１年北海道告示第１４５号のとおりである。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
所在が不分明な者
川上郡弟子屈町字美留和原野６２線４６の４所在の森林について所有権を有する

茂 庭 正 義

北海道告示第２１９号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か
ら２週間、一般の縦覧に供する。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ

路 線 名 及 び 縦 覧 場 所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 月 形 厚 田 線 石狩市厚田区厚田７１番６地先から 平成２１．３．２７
北 海 道 札 幌 土 木 現 業 所 石狩市厚田区厚田２５８番１地先まで

石狩市厚田区厚田２２４番１地先から 同
石狩市厚田区厚田３０８番６地先まで

道道 札 幌 夕 張 線 夕張郡栗山町字継立１６０番７地先から 同
北 海 道 札 幌 土 木 現 業 所 夕張郡栗山町字継立１６０番７地先まで
道道 夕 張 岩 見 沢 線 夕張市清水沢１丁目国有林石狩空知森林計画区４０林班地先から 同
北 海 道 札 幌 土 木 現 業 所 夕張市清水沢１丁目国有林石狩空知森林計画区４０林班地先まで

夕張市旭町４０番２地先から 同 ２１．３．３０
夕張市本町１丁目１番１地先まで

道道 岩 見 沢 石 狩 線 石狩郡当別町幸町１４１番１０地先から 同 ２１．３．２７
北 海 道 札 幌 土 木 現 業 所 石狩郡当別町幸町１１８番２４地先まで

道道 岩 内 洞 爺 線 岩内郡共和町老古美２７３番１８地先から 同
北 海 道 小 � 土 木 現 業 所 岩内郡共和町老古美３５４番７地先まで

岩内郡共和町老古美５７番２２地先から
岩内郡共和町老古美４７番１４地先まで

道道 岩 内 蘭 越 線 磯谷郡蘭越町字新見５番地先から 同
北 海 道 小 � 土 木 現 業 所 磯谷郡蘭越町字新見５番地先まで

磯谷郡蘭越町字新見５番地先から
磯谷郡蘭越町字富岡１００５番１地先まで

道道 蕨 岱 国 富 停 車 場 線 岩内郡共和町発足１８５番１地先から 同
北 海 道 小 � 土 木 現 業 所 岩内郡共和町発足１４番８地先まで

道道 新 富 神 里 線 虻田郡豊浦町字山梨７８４番１４地先から 同
北 海 道 小 � 土 木 現 業 所 虻田郡ニセコ町字峠２１４番地先

道道 帯 広 浦 幌 線 中川郡池田町字清見１３番１地先から 同
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 中川郡池田町字昭栄２７３番１地先まで

道道 北 見 白 糠 線 足寄郡足寄町上足寄１９３番１地先から 同
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 足寄郡足寄町上足寄１８９番１地先まで

道道 幕 別 帯 広 芽 室 線 中川郡幕別町札内泉町７７番１地先から 同
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 中川郡幕別町札内泉町８５番６地先まで

道道 旅 来 豊 頃 停 車 場 線 中川郡豊頃町安骨１３１番地先から 同
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 中川郡豊頃町安骨１２８番地先まで

道道 下 居 辺 高 島 停 車 場 線 河東郡士幌町字下居辺南２線８６番１地先から 同 ２１．３．３１
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 河東郡士幌町字下居辺基線７３番３地先まで

道道 笹 川 士 幌 線 河東郡音更町字西中音更北１５線１５番１地先から 同
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 河東郡音更町字西中音更北１５線１３番２地先まで

道道 大 津 旅 来 線 中川郡豊頃町旅来９７４番１地先から 同 ２１．３．２７
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 中川郡豊頃町旅来９６３番地先まで

道道 直 別 共 栄 線 十勝郡浦幌町字昆布刈石９９番１地先から 同
北 海 道 帯 広 土 木 現 業 所 十勝郡浦幌町字昆布刈石２１番１地先まで

道道 上 厚 真 苫 小 牧 線 苫小牧市字勇払１４９番１０地先から 同
北 海 道 室 蘭 土 木 現 業 所 苫小牧市字勇払１４９番３９地先まで

道道 新 冠 平 取 線 沙流郡日高町字豊田４６３番８９地先から 同 ２１．３．３１
北 海 道 室 蘭 土 木 現 業 所 沙流郡日高町字豊田４６３番８７地先まで

道道 新 冠 平 取 線 沙流郡日高町字賀張３１８番７地先から 同
北 海 道 室 蘭 土 木 現 業 所 沙流郡日高町字賀張３１８番１２地先まで
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道道 十 勝 岳 温 泉 美 瑛 線 上川郡美瑛町字美瑛原野４６番１地先から 平成２１．３．２７
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 上川郡美瑛町字美瑛原野３０番１地先まで

道道 十 勝 岳 温 泉 美 瑛 線 上川郡美瑛町字美瑛原野７５８番７地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 上川郡美瑛町字美瑛原野６６２番１地先まで

道道 十 勝 岳 温 泉 美 瑛 線 上川郡美瑛町字美瑛原野４５７番６地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 上川郡美瑛町字美瑛原野２９２番４地先まで

道道 鷹 栖 江 丹 別 線 上川郡鷹栖町２９７５番１４０地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 上川郡鷹栖町２４２９番１１地先まで

道道 上富良野旭中富良野線 空知郡中富良野町字富良野原野１２５番２１地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 空知郡中富良野町字中富良野２７０番３地先まで

道道 留 辺 蘂 上 富 良 野 線 空知郡上富良野町１９７３番３８地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 空知郡上富良野町２５５４番９地先まで

道道 ベベルイ中富良野停車場線 空知郡中富良野町字中富良野７５９０番１地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 空知郡中富良野町字中富良野７５４４番地先まで

道道 鷹 栖 東 神 楽 線 上川郡東神楽町北３条東２丁目３１０番４地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 上川郡東神楽町北３条東２丁目３５５番６８地先まで

道道 鷹 栖 東 神 楽 線 上川郡東神楽町南３条東１丁目３１１番９地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 上川郡東神楽町字東神楽３２９番９地先まで

道道 鷹 栖 東 神 楽 線 上川郡東神楽町字東神楽６３０番３地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 上川郡東神楽町字東神楽６２４番１９地先まで

道道 天 人 峡 美 瑛 線 上川郡美瑛町字横牛１１８７５番地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 上川郡美瑛町字横牛７０９番２１地先まで

道道 共 和 嵐 山 線 旭川市江丹別町共和６７番１地先から 同
北 海 道 旭 川 土 木 現 業 所 旭川市江丹別町共和６６番１地先から

北海道告示第２２０号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変

更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。

その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か

ら２週間、一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 道路の種類 道道

２ 道路の路線名、縦覧場所及び区域

路線名及び縦覧場所 区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間

月 形 幌 向 線 石狩郡新篠津村５３１８番地先から 前 １６．９７�から １，０１７．５０� ――
北海道札幌土木現業所 石狩郡新篠津村５４７１番地先まで ２５．５０�まで

前 １６．９７�から １，０１４．６０� ――
３４．０６�まで

後 １６．９７�から １，０１４．６０� ――
３４．０６�まで

幕 別 大 樹 線 中川郡幕別町寿町２番６０地先から 前 １０．９０�から ７５２．９６� ――
北海道帯広土木現業所 中川郡幕別町字軍岡７１番４５地先まで ２７．４５�まで

前 １８．００�から ７６３．９６� ――
６７．９０�まで

後 １０．９０�から ７５２．９６� ――
２７．４５�まで

後 １８．００�から ７６３．９６� ――
６７．９０�まで

美河三石停車場線 日高郡新ひだか町三石歌笛４０番２地先から 前 １４．５０�から ５０．００� ――
北海道室蘭土木現業所 日高郡新ひだか町三石歌笛３７番１地先まで １４．５０�まで

後 １３．５０�から ５０．００� ――
１４．５０�まで

平 取 厚 真 線 勇払郡むかわ町穂別仁和２２３番１地先から 前 １４．０１�から １４４．７４� ――
北海道室蘭土木現業所 勇払郡むかわ町穂別仁和７１９番地先まで ２１．１３�まで

後 １５．６３�から １４４．７４� ――
２４．１１�まで

苫 小 牧 環 状 線 苫小牧市字勇払１３２番１８地先から 前 １５．２５�から ４３０．００� ――
北海道室蘭土木現業所 苫小牧市字沼ノ端２番７４地先まで ２９．９３�まで

前 ２１．５０�から ４３９．９０� ――
４０．００�まで

後 １５．２５�から ４３０．００� ――
２９．９３�まで

芽 生 貫 気 別 線 沙流郡平取町字芽生８４番１地先（河川敷地）から 前 １０．５６�から １１０．１７� ――
北海道室蘭土木現業所 沙流郡平取町字芽生８２番２地先（河川敷地）まで １１．６４�まで

後 １０．５６�から １１０．１７� ――
１１．６４�まで

後 １７．９０�から １３２．４１� ――
３５．２８�まで

天 人 峡 美 瑛 線 上川郡美瑛町字横牛原野４１４番３２地先から 前 １０．９０�から ５１７．６６� ――
北海道旭川土木現業所 上川郡美瑛町字横牛１１８７５番地先まで １０．９０�まで

前 １９．００�から ５１７．６６� ――
２１．００�まで

後 １９．００�から ５１７．６６� ――
２１．００�まで
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厚 岸 昆 布 森 線 厚岸郡厚岸町片無去２３７番地先から 前 ２０．００�から ５２０．７０� ――北海道釧路土木現業所 厚岸郡厚岸町片無去１９４番地先まで ２６．７０�まで

後 ２０．３７�から ５２０．７０� ――２６．７０�まで
大 沼 公 園 鹿 部 線 亀田郡七飯町字大沼町６３７番２地先から 前 １７．９０�から ２６８．５０� ――北海道函館土木現業所 亀田郡七飯町字大沼町６１６番地先まで ２１．５０�まで

後 １７．９０�から ２６８．５０� ――２１．５０�まで

北海道告示第２２１号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第６条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 土砂災害警戒区域の箇所番号
唐津内左沢川（�－２２－０１００）

２ 土砂災害警戒区域の表示
松前郡松前町字博多（次の図のとおり）

３ 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流
（「次の図」は省略し、その図面は北海道函館土木現業所及び松前町役場に備え置いて
縦覧に供する）

北海道告示第２２２号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

室蘭母恋南町１丁目３（�－３－１５７－１７９７）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町１丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項

次の図のとおり
２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

室蘭母恋南町５丁目１（�－３－１５８－１７９８）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町５丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

�）当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭母恋南町５丁目２（�－３－１５９－１７９９）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町５丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

４� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭母恋南町５丁目３（�－３－１６０－１８００）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町５丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

５� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭母恋南町５丁目４（�－３－１６１－１８０１）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町５丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

６� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭母恋南町４丁目１（�－３－１６２－１８０２）
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� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町４丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

７� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
母恋南町５丁目の沢川（�－３３－０７００）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

８� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭母恋南町４丁目４（�－３－１６５－１８０５）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町４丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

９� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭母恋南町４丁目５（�－３－１６６－１８０６）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町４丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１０� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭母恋南町４丁目９（�－３－１６８－１８０８）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町４丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類

急傾斜地の崩壊
� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭母恋南町４丁目８（�－３－１０４－１２７７）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町４丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
トッカリショ岬沢川（�－３３－０６７０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１３� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
ポンチキュウ沢川（�－３３－０６８０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市母恋南町（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１４� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭高平町１（�－３－２５４－１８９４）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市高平町（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり
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１５� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭高平町２（Ａ地区、Ｂ地区及びＣ地区）（�－３－２５５－１８９５）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市高平町（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１６� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
中川（�－３３－０４６０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市高平町（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１７� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭新富町１丁目１（�－３－１３９－１７７９）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市新富町１丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１８� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭新富町１丁目２（�－３－１４０－１７８０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市新富町１丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

１９� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭新富町１－１（Ａ地区、Ｂ地区及びＤ地区）（�－３－１４２－１７８２）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示

室蘭市新富町１丁目、母恋北町２丁目（次の図のとおり）

 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２０� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭新富町１丁目３（Ａ地区、Ｂ地区及びＣ地区）（�－３－１４３－１７８３）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市新富町１丁目（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭海岸町（�－３－１０８－１７４８）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市海岸町２丁目、沢町（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前館浜３（�－２－１９８－９８１）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字館浜（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２３� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前館浜４（�－２－１９９－９８２）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字館浜（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊
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� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２４� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前館浜５（�－２－２００－９８３）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字館浜（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２５� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前館浜６（�－２－５８－４３９）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字館浜（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２６� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前館浜７（�－２－２９９－１３３７）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字館浜（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２７� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前館浜９（�－２－２０２－９８５）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字館浜（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２８� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

松前館浜１０（�－２－３００－１３３８）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字館浜（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２９� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前館浜１１（�－２－３０１－１３３９）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字館浜（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３０� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前博多１（�－２－２９２－１３３０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字博多、唐津（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前博多５（�－２－２９３－１３３１）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字博多（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前博多６（�－２－２９４－１３３２）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字博多（次の図のとおり）
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 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３３� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前博多２（�－２－１９０－９７３）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字博多（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３４� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前博多４（�－２－１９２－９７５）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字博多（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３５� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
松前唐津２（�－２－１８９－９７２）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
松前郡松前町字唐津（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３６� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
上ノ国石崎１（�－２－３６２－１４００）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
檜山郡上ノ国町字石崎（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項

次の図のとおり
３７� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

上ノ国木ノ子４（�－２－３７５－１４１３）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
檜山郡上ノ国町字木ノ子（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３８� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
タンコウの沢川（�－２４－１２９０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
檜山郡上ノ国町字扇石（次の図のとおり）


 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

（「次の図」は省略し、その図面を関係土木現業所並びに室蘭市役所及び関係町役場に備
え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２２３号

昭和５３年北海道告示第３７２８号（北海道収入証紙の元売りさばき人及び売りさばき人の指
定）の一部を次のように改正する。
平成２１年３月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
２ 売りさばき人の項沼川農業協同組合の事項を削り、同項豊富町農業協同組合の事項を
次のように改める。
北宗谷農業協同組合 平成２１．３．１ 北宗谷農業協同組合

同 沼川支所
２ 売りさばき人の項株式会社コスモサービスの事項の次に次の事項を加える。
北海道厚産株式会社 平成２１．３．１６ むろらん広域センタービル内売店

北海道告示第２２４号

平成１０年北海道告示第１９４２号（北海道の指定金融機関及び収納代理金融機関）の一部を次
のように改正し、平成２１年４月１日から施行する。
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平成２１年３月２７日
北海道知事 高 橋 はるみ

２ 収納代理金融機関の項株式会社みずほ銀行から株式会社りそな銀行までの事項を次の
ように改める。
株式会社 み ず ほ 銀 行 東 京 都 同 同
株式会社 三 井 住 友 銀 行 同 同 同
株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 同 同 同
株式会社 り そ な 銀 行 大 阪 市 同 同
２ 収納代理金融機関の項根室農業協同組合の事項を削り、別海町農業協同組合の事項中
「別海町農業協同組合」を「道東あさひ農業協同組合」に改め、西春別農業協同組合及び上
春別農業協同組合の事項を削り、泊村漁業協同組合の事項中「泊村漁業協同組合」を「古宇
郡漁業協同組合」に改め、盃漁業協同組合及び神恵内村漁業協同組合の事項を削る。

支 庁 告 示

北海道石狩支庁告示第６号

貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２４条の６の４の第１項規定により、次の貸金業者に対
し貸金業の業務について停止処分をしたので、同法第２４条の６の８の規定により公告する。
平成２１年３月２７日

北海道石狩支庁長 富 樫 秀 文
１ 住 所 札幌市清田区北野１条２丁目８番２号
２ 商号又は名称 株式会社エクセル商事
３ 代 表 者 氏 名 長谷 朋之
４ 登 録 番 号 北海道知事�石第０２９０５号
５ 業務停止の期間 平成２１年３月１８日から同年４月１６日までの間の３０日間
６ 業務停止の範囲 新規（金銭の借換を含む。以下同じ。）の金銭の貸付、新規の金銭

の貸借の媒介及び新規の金銭の貸付の代理業務。ただし、行政処分の
効力発生以前に資金需要者等から申込等があり、金銭の貸付等を行わ
なかったときに資金需要者等に損害が発生すると見込まれる場合は、
法に違反しない部分に関する業務についてのみ行うことができる。

北海道石狩支庁告示第７号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２１年３月２７日

北海道石狩支庁長 富 樫 秀 文

１ 落札に係る特定役務の名称及び数量
石狩湾新港地域公共下水道石狩湾浄化センター汚泥処理業務（汚泥処理 １トン当たり
の単価）
２ 落札を決定した日
平成２１年３月４日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社Ｃ＆Ｒ
� 住 所 苫小牧市字静川５番地の４
４ 落札金額
１９，９００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年１月９日付け北海道石狩支庁告示第２号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道札幌土木現業所管理部管理課
� 所在地 札幌市中央区南１１条西１６丁目２番１号

北海道後志支庁告示第２７号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２１年３月２７日

北海道後志支庁長 宮 木 康 二
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� 複写機賃貸借契約その１
デジタル複写機等の賃貸借（１台分） 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単
価

� 複写機賃貸借契約その２
デジタル複写機等の賃貸借（１台分） 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単
価


 複写機賃貸借契約その３
デジタル複写機等の賃貸借（２台分） 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単
価

� 複写機賃貸借契約その４
デジタル複写機等の賃貸借（１台分） 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単
価
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� 複写機賃貸借契約その５
デジタルカラー複写機等の賃貸借（５台分） 一式 １月当たりの単価及び１枚当た
りの単価

２ 落札を決定した日
平成２１年３月４日

３ 落札者の氏名及び住所
� 複写機賃貸借契約その１
ア 氏 名 株式会社フルムラ商会
イ 住 所 小�市花園２丁目９番１１号

� 複写機賃貸借契約その２
ア 氏 名 株式会社山三江川商店
イ 住 所 岩内郡岩内町字栄３番地の４


 複写機賃貸借契約その３
ア 氏 名 株式会社北光堂
イ 住 所 小�市花園４丁目１番２号

� 複写機賃貸借契約その４
ア 氏 名 株式会社北光堂
イ 住 所 小�市花園４丁目１番２号

� 複写機賃貸借契約その５
ア 氏 名 株式会社フルムラ商会
イ 住 所 小�市花園２丁目９番１１号

４ 落札金額
� 複写機賃貸借契約その１
基本料金 １月当たり ３６，０００円
使用料金（モノクロ、１枚以上５，０００枚まで） １枚当たり ４円
使用料金（モノクロ、５，００１枚以上１０，０００枚まで） １枚当たり ４円
使用料金（モノクロ、１０，００１枚以上） １枚当たり ３円８０銭

� 複写機賃貸借契約その２
基本料金 １月当たり ４２，６００円
使用料金（モノクロ、１枚以上２０，０００枚まで） １枚当たり ３円５０銭
使用料金（モノクロ、２０，００１枚以上） １枚当たり ３円３０銭


 複写機賃貸借契約その３
基本料金 １月当たり ２７，８００円
使用料金（モノクロ、１枚以上５，０００枚まで） １枚当たり ４円
使用料金（モノクロ、５，００１枚以上１０，０００枚まで） １枚当たり ４円

使用料金（モノクロ、１０，００１枚以上） １枚当たり ３円８０銭
� 複写機賃貸借契約その４
基本料金 １月当たり ２３，０００円
使用料金（モノクロ、１枚以上１，０００枚まで） １枚当たり ４円
使用料金（モノクロ、１，００１枚以上５，０００枚まで） １枚当たり ４円
使用料金（モノクロ、５，００１枚以上） １枚当たり ３円８０銭

� 複写機賃貸借契約その５
基本料金 １月当たり ２６，９００円
使用料金（モノクロ、１枚以上） １枚当たり ４円
使用料金（カラー、１枚以上１，０００枚まで） １枚当たり ３１円
使用料金（カラー、１，００１枚以上３，０００枚まで） １枚当たり ２６円
使用料金（カラー、３，００１枚以上） １枚当たり ２１円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年１月２０日付け北海道後志支庁告示第１号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道小�土木現業所企画総務部総務課
� 所在地 小�市奥沢１丁目２１番１号

北海道後志支庁告示第２８号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２１年３月２７日

北海道後志支庁長 宮 木 康 二
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� 複写機賃貸借契約その１
デジタル複写機等の賃貸借 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機賃貸借契約その２
デジタルカラー複写機等の賃貸借 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価


 複写機賃貸借契約その３
デジタル複写機等の賃貸借 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機賃貸借契約その４
デジタルカラー複写機等の賃貸借 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機賃貸借契約その５
デジタル複写機等の賃貸借 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価
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� 複写機賃貸借契約その６
デジタルカラー複写機等の賃貸借 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機賃貸借契約その７
デジタル複写機等の賃貸借 一式 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

２ 落札を決定した日
平成２１年３月１０日

３ 落札者の氏名及び住所
� 複写機賃貸借契約その１
ア 氏 名 有限会社日進堂
イ 住 所 虻田郡倶知安町北１条西２丁目

� 複写機賃貸借契約その２
ア 氏 名 有限会社日進堂
イ 住 所 虻田郡倶知安町北１条西２丁目


 複写機賃貸借契約その３
ア 氏 名 有限会社日進堂
イ 住 所 虻田郡倶知安町北１条西２丁目

� 複写機賃貸借契約その４
ア 氏 名 有限会社平和事務機
イ 住 所 虻田郡倶知安町北３条東２丁目

� 複写機賃貸借契約その５
ア 氏 名 有限会社平和事務機
イ 住 所 虻田郡倶知安町北３条東２丁目

� 複写機賃貸借契約その６
ア 氏 名 有限会社川端文化堂
イ 住 所 虻田郡倶知安町北１条西２丁目

� 複写機賃貸借契約その７
ア 氏 名 有限会社日進堂
イ 住 所 虻田郡倶知安町北１条西２丁目

４ 落札金額
� 複写機賃貸借契約その１
基本料金 １月当たり ２６，６００円
使用料金（モノクロ、１枚以上２０，０００枚まで） １枚当たり ３円
使用料金（モノクロ、２０，００１枚以上３０，０００枚まで） １枚当たり ２円８０銭
使用料金（モノクロ、３０，００１枚以上４０，０００枚まで） １枚当たり ２円６０銭
使用料金（モノクロ、４０，００１枚以上５０，０００枚まで） １枚当たり ２円４０銭

使用料金（モノクロ、５０，００１枚以上） １枚当たり ２円２０銭
� 複写機賃貸借契約その２
基本料金 １月当たり １３，３００円
使用料金（カラー、１枚以上４，０００枚まで） １枚当たり １７円
使用料金（カラー、４，００１枚以上６，０００枚まで） １枚当たり １７円
使用料金（カラー、６，００１枚以上） １枚当たり １７円
使用料金（モノクロ、１枚以上） １枚当たり ５円


 複写機賃貸借契約その３
基本料金 １月当たり １５，０００円
使用料金（モノクロ、１枚以上５，０００枚まで） １枚当たり ３円５０銭
使用料金（モノクロ、５，００１枚以上１０，０００枚まで） １枚当たり ３円
使用料金（モノクロ、１０，００１枚以上１５，０００枚まで） １枚当たり ２円８０銭
使用料金（モノクロ、１５，００１枚以上） １枚当たり ２円７０銭

� 複写機賃貸借契約その４
基本料金 １月当たり １９，０００円
使用料金（モノクロ、１枚以上１０，０００枚まで） １枚当たり ３円３０銭
使用料金（モノクロ、１０，００１枚以上） １枚当たり ２円９０銭
使用料金（カラー複写、１枚以上） １枚当たり １８円
使用料金（カラープリント、１枚以上） １枚当たり １５円

� 複写機賃貸借契約その５
基本料金 １月当たり １１，０００円
使用料金（モノクロ、１枚以上５，０００枚まで） １枚当たり ３円６０銭
使用料金（モノクロ、５，００１枚以上１０，０００枚まで） １枚当たり ３円２０銭
使用料金（モノクロ、１０，００１枚以上１５，０００枚まで） １枚当たり ２円９０銭
使用料金（モノクロ、１５，００１枚以上） １枚当たり ２円７０銭

� 複写機賃貸借契約その６
基本料金 １月当たり １８，８００円
使用料金（モノクロ、１枚以上５，０００枚まで） １枚当たり ３円５０銭
使用料金（モノクロ、５，００１枚以上１０，０００枚まで） １枚当たり ２円９５銭
使用料金（モノクロ、１０，００１枚以上１５，０００枚まで） １枚当たり ２円８０銭
使用料金（モノクロ、１５，００１枚以上） １枚当たり ２円７０銭
使用料金（カラー、１枚以上１，０００枚まで） １枚当たり １９円
使用料金（カラー、１，００１枚以上） １枚当たり １８円

� 複写機賃貸借契約その７
基本料金 １月当たり １５，２００円
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使用料金（モノクロ、１枚以上５，０００枚まで） １枚当たり ３円５０銭
使用料金（モノクロ、５，００１枚以上１０，０００枚まで） １枚当たり ３円
使用料金（モノクロ、１０，００１枚以上１５，０００枚まで） １枚当たり ２円８０銭
使用料金（モノクロ、１５，００１枚以上） １枚当たり ２円７０銭
使用料金（カラー、１枚以上） １枚当たり １８円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年１月２７日付け北海道後志支庁告示第２号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道後志支庁地域振興部総務課
� 所在地 虻田郡倶知安町北１条東２丁目

北海道後志支庁告示第２９号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２１年３月２７日

北海道後志支庁長 宮 木 康 二
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� 自動車の賃貸借契約その１
乗用自動車の賃貸借契約 １台 一式 １月当たりの単価

� 自動車の賃貸借契約その２
乗用自動車の賃貸借契約 １台 一式 １月当たりの単価


 自動車の賃貸借契約その３
乗用自動車の賃貸借契約 １台 一式 １月当たりの単価

� 自動車の賃貸借契約その５
乗用自動車の賃貸借契約 １台 一式 １月当たりの単価

� 自動車の賃貸借契約その６
乗用自動車の賃貸借契約 ２台 一式 １月当たりの単価

� 自動車の賃貸借契約その７
乗用自動車の賃貸借契約 １台 一式 １月当たりの単価

� 自動車の賃貸借契約その８
乗用自動車の賃貸借契約 ２台 一式 １月当たりの単価

� 自動車の賃貸借契約その９
乗用自動車の賃貸借契約 １台 一式 １月当たりの単価

２ 落札を決定した日

平成２１年３月３日
３ 落札者の氏名及び住所
� 自動車の賃貸借契約その１
ア 氏 名 株式会社トヨタレンタリース札幌
イ 住 所 札幌市中央区北５条東２丁目１

� 自動車の賃貸借契約その２
ア 氏 名 株式会社トヨタレンタリース札幌
イ 住 所 札幌市中央区北５条東２丁目１


 自動車の賃貸借契約その３
ア 氏 名 株式会社トヨタレンタリース札幌
イ 住 所 札幌市中央区北５条東２丁目１

� 自動車の賃貸借契約その５
ア 氏 名 株式会社トヨタレンタリース札幌
イ 住 所 札幌市中央区北５条東２丁目１

� 自動車の賃貸借契約その６
ア 氏 名 株式会社ホンダカーズ札幌中央
イ 住 所 札幌市白石区南郷通３丁目南７番地

� 自動車の賃貸借契約その７
ア 氏 名 株式会社トヨタレンタリース札幌
イ 住 所 札幌市中央区北５条東２丁目１

� 自動車の賃貸借契約その８
ア 氏 名 株式会社トヨタレンタリース新札幌
イ 住 所 札幌市豊平区美園３条６丁目３

� 自動車の賃貸借契約その９
ア 氏 名 株式会社ホンダカーズ札幌中央
イ 住 所 札幌市白石区南郷通３丁目南７番地

４ 落札金額
� 自動車の賃貸借契約その１
１月当たりの単価 ２８，８００円

� 自動車の賃貸借契約その２
１月当たりの単価 ２８，８００円


 自動車の賃貸借契約その３
１月当たりの単価 ２１，０００円

� 自動車の賃貸借契約その５
１月当たりの単価 ２５，４００円
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� 自動車の賃貸借契約その６
１月当たりの単価 ４６，９００円

� 自動車の賃貸借契約その７
１月当たりの単価 ２９，２００円

� 自動車の賃貸借契約その８
１月当たりの単価 ３９，５００円

� 自動車の賃貸借契約その９
１月当たりの単価 ２４，９００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年２月３日付け北海道後志支庁告示第３号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道後志支庁地域振興部地域政策課
� 所在地 虻田郡倶知安町北１条東２丁目

道 立 緑 ヶ 丘 病 院 告 示

北海道立緑ヶ丘病院告示第２０号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２１年３月２７日

北海道立緑ヶ丘病院長 伊 藤 勝 三
１ 落札に係る特定役務の名称及び数量
北海道立緑ヶ丘病院庁舎清掃洗濯電話交換業務 一式

２ 落札を決定した日
平成２１年３月１２日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 東京美装北海道株式会社
� 住 所 札幌市中央区北３条西３丁目１番地
４ 落札金額
３９，９４２，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年１月２０日付け北海道立緑ヶ丘病院告示第１号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道立緑ヶ丘病院庶務課
� 所在地 河東郡音更町緑が丘１番地

道教育庁上川教育局告示

北海道教育庁上川教育局告示第１６号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２１年３月２７日

北海道教育庁上川教育局長 辻 敏 裕
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
ア パーソナルコンピュータの賃貸借 一式（１月当たりの単価） （高等学校普通科
１４８台）
イ パーソナルコンピュータの賃貸借 一式（１月当たりの単価） （高等学校職業科
４２台）

� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書及び仕様書による。

 契 約 期 間
ア 平成２１年６月１日から平成２７年５月３１日まで。ただし、予算の範囲内で、当該契約
期間を変更することがあり得る。
イ 平成２１年６月１日から平成２６年５月３１日まで。ただし、予算の範囲内で、当該契約
期間を変更することがあり得る。

� 納 入 場 所
ア 北海道旭川東栄高等学校、北海道名寄高等学校、北海道上川高等学校及び北海道上
富良野高等学校
イ 北海道旭川農業高等学校

２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号に規定する物品の賃貸借の資格を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。

 当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されてい
ることを証明した者であること。

� 当該調達物品に関し、要求仕様書に記載の要件等を満たしていることを証明した者で
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あること。
３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者はアからウまで定めると
ころにより、２の
及び�に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければなら
ない。
ア 申 請 の 時 期 平成２１年３月２７日から４月１６日まで（日曜日及び土曜日を除

く。）の毎日午前９時から午後５時まで
イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号０７９－８６１２ 旭川市永山６条１９丁目１番１号

北海道教育庁上川教育局企画総務課
� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道教育庁上川教育局企画総務課

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 旭川市永山６条１９丁目１番１号 北海道上川合同庁舎３階入

札室（送付による場合は、郵便番号０７９－８６１２ 旭川市永山６
条１９丁目１番１号 北海道教育庁上川教育局企画総務課）

� 入 札 日 時
ア 平成２１年５月８日（金） 午前１０時
イ 平成２１年５月８日（金） 午前１１時
（送付による場合は、平成２１年５月７日（木）までに必着のこと。）


 開 札 場 所 �に同じ。
� 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、電子メールによる交付を希望する場合は、その旨を契
約に関する事務を担当する組織に電子メール（アドレス：
kamikyo.somu1＠pref.hokkaido.lg.jp）で申し込むこと。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
落札者の決定は次によることとし、契約書の作成は要する。

北海道財務規則（昭和４５年北海道規則第３０号）第１５１条第１項の規定により定めた予定

価格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で、最低の価格（１月当たりの単価）をもって

入札（有効な入札に限る。）した者を落札者とする。

９ そ の 他

平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�から�まで及び�から�までによるほか、次
による。

� 入札金額等に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱い

ア 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す

る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札に参加する者は、消費税等に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず見積もった１月当たりの契約金額の

１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 落札者となった者は、落札決定後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事業

者であるかを申し出ること。ただし、落札者が共同企業体の場合であって、その構成

員の一部に免税事業者がいるときは、共同企業体消費税等免税事業者申出書を提出す

ること。

� 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

ア 名 称 北海道教育庁上川教育局企画総務課

イ 所在地 郵便番号０７９－８６１２ 旭川市永山６条１９丁目１番１号

電話番号０１６６－４６－４９４４

１０ Summary

Ａ．Nature and quantity of the products to be procured :

ａ．Personal Computer 148 1 set

ｂ．Personal Computer 42 1 set

Ｂ．Bidding date and time :

ａ．10 : 00 A.M., May 8, 2009

ｂ．11 : 00 A.M., May 8, 2009

(If mailed, bids must arrive no later than May 7, 2009.)

Ｃ．Contact : Accounting Division, General Affairs Department, Kamikawa District Bureau of

Education, Hokkaido office of Education, Nagayama 6, 19, Asahikawa, Hokkaido, 079-8612,

Japan

Phone : 0166-46-4944

道教育庁根室教育局告示
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北海道教育庁根室教育局告示第１１号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２１年３月２７日

北海道教育庁根室教育局長 増 田 幸 政
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量（１月当たりの単価）
ア パーソナルコンピュータの賃貸借 一式（普通科高等学校用）
イ パーソナルコンピュータの賃貸借 一式（職業科高等学校用）

� 調達する物品等の仕様等 入札説明書及び要求仕様書による。

 契 約 期 間
ア 平成２１年６月１日から平成２７年５月２９日まで。ただし、予算の範囲内で、当該契約
期間を変更することがあり得る。
イ 平成２１年６月１日から平成２６年５月３０日まで。ただし、予算の範囲内で、当該契約
期間を変更することがあり得る。

� 履 行 場 所
ア 北海道標津高等学校及び北海道羅臼高等学校
イ 北海道別海高等学校

２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号に規定する物品の賃貸借の資格を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。

 当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されてい
ることを証明した者であること。

� 当該調達物品に関し、要求仕様書に記載の要件等を満たしていることを証明した者で
あること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査及び結果の通知
� この入札は、地方自治方施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の
及び�に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。
ア 申 請 の 時 期 平成２１年３月２７日（金）から同年４月１７日（金）まで（日曜

日及び土曜日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで
イ 申 請 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号０８７－８５８８ 根室市常盤町３丁目２８番地

北海道教育庁根室教育局企画総務課
� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道教育庁根室教育局企画総務課

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 根室市常盤町３丁目２８番地 北海道根室支庁３階 北海道根

室支庁大会議室（送付による場合は、郵便番号０８７－８５８８ 根
室市常盤町３丁目２８番地 北海道教育庁根室教育局企画総務
課）

� 入 札 日 時
ア 平成２１年５月１２日（火）午前１０時
イ 平成２１年５月１２日（火）午前１０時３０分
（送付による場合は、平成２１年５月１１日（月）必着）


 開 札 場 所 �に同じ。
� 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合はＡ４判用紙が入る返
信用封筒（あて先を明記したもの）及び重量１７０グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。
また、電子メールによる交付を希望する場合は、契約に関す
る事務を担当する組織に電子メール（メールアドレス：
nemukyo.somu1＠pref.hokkaido.lg.jp）で申し込むこと。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。
北海道財務規則（昭和４５年北海道規則第３０号）第１５１条第１項の規定により定めた予定
価格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の価格（１月当たりの単価）をもって入
札（有効な入札に限る。）をした者を落札者とする。
９ そ の 他
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平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�から�まで及び�から�までによるほか、次
による。
� 入札金額等に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱い
入札書に記載する金額は、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、消費税等抜き価格相当額（単価）とすること。
なお、消費税等相当額は、当該代金の請求のときに加算すること（消費税等相当額を
加算した合計金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる。）。

� 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
ア 名 称 北海道教育庁根室教育局企画総務課
イ 所 在 地 郵便番号０８７－８５８８ 根室市常盤町３丁目２８番地

電話番号０１５３－２３－６９２４
１０ Summary

Ａ．Nature and quantity of the products to be procured :

ａ．Personal Computer 74 1 set

ｂ．Personal Computer 42 1 set

Ｂ．Bid tendering date and time :

ａ．10 : 00 A.M., May 12, 2009

ｂ．10 : 30 A.M., May 12, 2009

(If mailed, bids must arrive no later than May 11,2009.)

Ｃ．Contact :

Accounting Division, General Affairs Department, Nemuro District Bureau of Education,

Hokkaido Office of Education, 3-28, Tokiwa, Nemuro-City, Hokkaido, 087-8588, Japan

Phone : 0153-23-6924

道 立 教 育 研 究 所 告 示

北海道立教育研究所告示第７号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２１年３月２７日

北海道立教育研究所長 西 村 守
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
オンライン実習機器更新に係る賃貸借 一式（１月当たりの単価）

� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書及び要求仕様書による。

 契 約 期 間 平成２１年８月１日から平成２５年９月３０日まで。ただし、予算

の範囲内で当該契約期間を変更することがあり得る。
� 納 入 場 所 入札説明書による。
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号に規定する物品の賃貸借の資格を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。

 当該調達をする物品等に関し、障害発生時等に速やかに対応がとれる者であること。
� 当該調達をする物品等に関し、要求仕様書に記載の要件等を満たしていることを証明
した者であること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の
及び�に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。
ア 申 請 の 時 期 平成２１年３月２７日（金）から４月２７日（月）まで（日曜日及

び土曜日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで
イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号０６９－０８３４ 江別市文京台東町４２番地

北海道立教育研究所庶務部事業課
� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道立教育研究所庶務部事業課

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 江別市文京台東町４２番地 北海道立教育研究所２階大講義室

（送付による場合は、郵便番号０６９－０８３４ 江別市文京台東町
４２番地 北海道立教育研究所庶務部事業課）

� 入 札 日 時 平成２１年５月８日（金）午前１０時３０分（送付による場合は、
同年５月７日（木）までに必着）


 開 札 場 所 �に同じ。
� 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

北 海 道 公 報 第����号 ９３平成２１年３月２７日（金曜日）



７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る
返信用封筒（あて先を明記したもの）及び重量１９０グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のウ及び３の�による。

９ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�、�から�まで及び�から�までによるほか、
次による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道立教育研究所庶務部事業課
� 所在地 郵便番号０６９－０８３４ 江別市文京台東町４２番地

電話番号０１１－３８６－４５１１
１０ Summary

Ａ．Nature and quantity of the products and services to be purchased :

Lease to update the current system of on-line practice

Ｂ．Bid tendering date and time : 10 : 30 A.M., May 8, 2009 (Mailed bids must arrive no later

than May 7, 2009.)

Ｃ．Contact : Negotiations Section, General Affairs Department, Hokkaido Education Research

Institute, 42 Banchi, Higashi Machi, Bunkyodai, Ebetsu-shi, Hokkaido 069-0834 Japan

Phone : 011-386-4511

道 公 安 委 員 会 規 則

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する公安委員会規則の一部を改正する規則
をここに公布する。
平成２１年３月２７日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子
北海道公安委員会規則第２号

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する公安委員会規則の一部を改正する
規則

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する公安委員会規則（平成１７年北海道公安

委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。
第４条第２項ただし書中「北海道公安委員会が指定する」を「別表第３の左欄に掲げる法
令の同表の右欄に掲げる規定に基づく」に改め、同条第６項を削る。
別表第２に次のように加える。

道路交通法（昭和３５年法律第１０５号） 第９８条第５項及び第９９条
の６第１項

別表第２の次に次の１表を加える。
別表第３（第４条関係）

遺失物法施行規則 第５条第１項

警備業法 第４６条

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規
則 第３９条第２項

道路交通法 第９８条第５項及び第９９条
の６第１項

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月２７日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子
北海道公安委員会規則第３号

道路交通法施行細則の一部を改正する規則
道路交通法施行細則（昭和４７年北海道公安委員会規則第１１号）の一部を次のように改正す
る。
別表４一般国道２３６号の項中「帯広市幸福町東３線」を「河西郡中札内村協和東３線２４８番
９」に改め、同表一般国道３９３号の項中「小�市奥沢４丁目２９番」を「虻田郡倶知安町北４
条東１０丁目１番５」に改め、同表道道トマムインター線の項の次に次のように加える。

道道 中札内インター線 河西郡中札内村大通北１丁目１９番１地先から河西郡中
札内村協和東３線２４８番９地先まで

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

９４北 海 道 公 報 第����号平成２１年３月２７日（金曜日）
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